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2010年5月25日

市民ウォッチャー・京都
（情報公開と行政監視に取り組む京都市民の会）
　代表　田村和之

同和奨学金滞納状況全国調査結果報告書

■はじめに
　 市民ウォッチャー・京都はこれまで、同和奨学金の返済について、京都市・府が借受者の資
力、意思に関わりなく返済を一律に肩代わりしてきたことなどは違法だとして、住民訴訟を行
ってきた。その過程でわれわれのもとには、他府県においても類似の制度を持つところがある
とか、いや行政はろくろく請求行為をしていないなどといった情報が届いている。そこで、当
会として、京都市・府と他府県の実情の比較、各地の返還状況に見られる共通した問題点を明
らかにするため、国の同和奨学金（地域改善対策奨学金）事業を実施したすべての自治体を対
象に返還・滞納状況に関する調査を実施した。調査により総計６１億円を大きく越える滞納が
発生していることが判明した。自治体ごとで同和奨学金事業の運用方法、滞納状況に大きな差
が見られ、滞納ゼロかほとんど滞納を生んでいない自治体がある一方、回収をつとめるどころ
か当初より借受者に対する請求行為を行っていない自治体さえあった。また、多額の滞納を生
んでいる背景に、国庫補助金を支給し続けてきた文科省の姿勢の不十分さがあることも明らか
となった。
　以下、調査結果を報告する。

■初めて明らかとなる全国的な状況
　 同和奨学金は国の同和対策の中でも中心的な事業の一つで、１９６９年の同和対策事業特別
措置法施行以前の１９６６年度より実施されてきた。国庫補助金３分の２が支出されるが、事
業の実施主体は府県（政令市）である。同和奨学金は当初返還の必要のない給付制だったが、
１９８２年度より貸与制に切り替わった。借受者は卒業後２０年分割で返還し（早期に返還す
ることはもちろん可能だが、多くの場合、制度で認められている最長の２０年をかける）、府
県（政令市）は返還金の３分の２を国に返納する義務がある。ただし、借受者の世帯の全収入
が生活保護世帯基準の１・５倍以内の場合、返還を５年間免除される（免除申請は何度でも
可）。国の同和奨学金事業の新規受け付けは地対財特法が失効した２００２年３月末で終了し
ている。
　 文科省児童生徒課就学支援係によると、同和奨学金事業を実施した自治体は全部で４１（３
４府県、７政令市）である。当会は、２００９年１０月、全４１自治体に対し、貸与額、貸与
数、年度別返還額・滞納額、返還免除額、独自免除制度の有無とその金額などを問う質問表を
送付し、のち必要に応じて電話による補足的な聞き取り調査を行った。２０１０年５月２５日
現在、４０自治体から回答を得た。唯一回答しなかったのは福井県である。また、回答した４
０自治体のうち福岡県は、貸与総額、貸与総数以外は「非公開」との返答、徳島県は本報告書
において滞納率を明示することに了解してもらえなかった。
　 結果は別表の通りである。われわれが知る限り、全国的な返還・滞納状況を示すデータが明
らかになったのは初めてのことである。同じく、各自治体の独自返還免除・肩代わり制度の有
無とその内容がこのような形でまとめられるのもおそらく初めてのことである。国庫補助金を
支出した文科省ですらも把握していないデータだと思われる。
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　 なお、質問表に明記していなかったため、貸与数については、「延べ人数」もしくは「実人
数」で回答した自治体が混在している。そのため全自治体の総数の算出、自治体相互の単純な
比較はできない。また、滞納率も、自治体によって算出方法が異なっていたため、各回答デー
タをもとに、「滞納額÷（返還額＋滞納額）＝滞納率」として算出したことを、あらかじめおこ
とわりしておく。
　 全自治体への貸与総額は１６４１億１６９２万円で滞納額は６１億７６００万円。平均滞納
率は１９・４％（福岡県のぞく）である。貸与額の最も多いのは福岡県の２１５億３０６２万
円（貸与数１万人以上）、次いで三重県の１０７億３０１０万円（同６３３２人）で、最小は
茨城県の８６４９万円（同７９人）である。滞納額（福岡県のぞく）は多い順に、奈良県１０
億１５６万円、兵庫県８億５２９７万円、和歌山県６億７１８９万円と近畿の自治体が上位を
占める。貸与数が多いためこれはある程度必然的な順位といえる。滞納率（徳島県、福岡県の
ぞく）を見ると、高知県４４・４％、長野県４０・８％、宮崎県３７・９％の順、逆に、愛知
県、京都府、佐賀県、長崎県、京都市は滞納率はゼロである。

■独自免除制度の問題点
　 ただし滞納率の低さが、その自治体の回収状況の「優良度」を示すとは限らない。貸与数が
多いと回収が滞りがちになることはある程度やむを得ないし、それ以前に、自治体独自に大規
模な返還免除・肩代わり制度を導入すれば、当然滞納率は低くなる。
　 全体の３分の１以上にあたる１４自治体が、国の免除基準とは別に独自に免除（もしくは行
政による肩代わり）制度を実施している（別記参照）。その多くは、世帯の全収入が生活保護
世帯基準の２倍以内など具体的な数値を示したものである。
　 一方、愛知県、三重県、京都府、京都市では、一律に免除（肩代わり）し、大阪府、大阪市
では、経済状況とは直接関係しない要件で免除している。愛知県、京都府、京都市の滞納がゼ
ロなのは同和奨学金事業を「実質給付制度」として運用するこれら独自免除制度の結果であ
る。
　 奨学金により、教育の機会均等が保障され、学業修了後、就職し経済的自立を果たせば、当
然借りた奨学金は返済すべきである。また、奨学金を返済できる資力を得たこと自体、経済的
自立を果たした（本奨学金事業の効果が現れた）という意味で歓迎すべきことであるといえる
が、これらの自治体の免除（肩代わり）制度は、公金支出の公正性、効率性はもとより、借受
者の自立という点でもその効果は疑問である。
　 なお、京都市は２００８年度に、借受者の意思、資力に関係なく一律に行政が肩代わり返済
する「自立促進援助金」制度を廃止し、返還を求める方針に転換したが、２０００年度以前に
すでに返還始期を迎えている借受者の返還を全額免除する新制度を導入した（京都市が最終的
に免除する金額は国および市独自の同和奨学金制度を合わせて約１８億円だが、うち国制度の
奨学金の借受者の免除金額は約５億１０００万円である）。
　 大阪市も２００１年度前の借受者１０億３０００万円分の債権を新たに一律放棄する方針を
固めている。

■文科省の問題点
　 滞納率の高いいくつかの自治体にその理由を問い合わせてみると、回収活動に困難が生じる
自治体固有の事情があるわけでも、回収活動の手続き上の不備があるわけではないと一様に返
答している。本来なら免除になる借受者もその申請をしないために「滞納」扱いになっている
ケースも一定数あるというのが、唯一の理由らしい理由だった。
　 くり返しになるが、滞納総額が多く滞納率が高い自治体は、他の自治体に比べ問題を抱えて
おり、逆に滞納総額が少なく滞納率が低い自治体には問題がないと、単純に比較することはで
きない。貸与対象の規模や自治体独自の状況はもちろん、その自治体が独自の免除・肩代わり
制度を創設しているかどうかなど、さまざまな要素を検討しなければならない。しかし、これ
だけ滞納が膨らみ、あるいは返還をめぐって混乱が生じている自治体（京都市、大阪市）が明
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らかとなったにもかかわらず、文科省が何の対策も講じていない点は、大きな問題といわなけ
ればならない。
　 今回の調査で自治体の担当者から、担当者といえども他府県がどのような返還状況にあるの
か、あるいはどんな独自の免除制度を持っているのかなど、ほとんど知る機会がないとの声を
何度か聞いた。また、滞納率が高い自治体の担当者は、必ずしもそのことに強い危機感を持っ
ているようではなかった。これは同和奨学金の返還・滞納についての文科省の姿勢が大きく影
響していると推察される。
　 当会が、同和奨学金事業を担当する同省児童生徒課就学支援係担当者に電話で行ったインタ
ビュー内容は次の通りである。なお、インタビューを行ったのは２００９年１２月２２日だ
が、その約２週間前に、当会からの質問事項は同省担当者に書面で通知している。

──地域改善対策奨学金の返還状況は自治体によりかなりのバラつきがあります。なかには、
数年前まで事実上まともな回収業務をやってこなかった自治体もあります。文科省として、各
自治体の返還状況をどう把握していますか。

文科省　地域改善対策奨学金実施要綱第１１条により、自治体ごとで管理されていると認識し
ています。

──国が返還状況を把握する筋合いのものでないということですか。
文科省　そういうことです。
──国庫返納額が少ない自治体に対しては、督促や指導などを行っているのでしょうか。
文科省　文科省としてとくだん指導、督促を行うものではないと認識しています。国への返納額
については、要綱第１２条３及び４にあるとおり、各自治体が前年度に回収した金額に応じ
て国に返納するということになっているので、その通り扱っています。

　 すなわち、文科省は基本的に各自治体の回収状況及び滞納状況を把握していない。国庫への
返済が少ない自治体に対して、とくだん督促、指導することもない。滞納総額は６１億７６０
０万円あまり（しかも総貸与額ダントツで１位の福岡県分をのぞいた額）。うち３分の２が自
治体の国に対する滞納ということになるが、これだけの公金が失われている現実に対し、危機
感に欠けると言わざるを得ない。同和行政をめぐるこれまでの経緯から考えて、各自治体当局
が、マスコミや議会から、同和奨学金の滞納を厳しく指摘されることは少なく、そのうえ、国
からも指導を受けることがないとなれば、滞納状況が今後大きく改善する可能性は考えにく
い。
　 実施要綱によれば、確かに「府県又は指定都市は、返還金債権に関し、その保全、取立て、
その他の管理事務を行うに当たっては、各府県又は各指定都市の定める債権管理に関する規則
にのっとり正確にこれを行うものとする」ことが決められている（第11条）。しかし、これは
文科省は、各自治体の回収状況を漫然と見守ることしかできないことを意味するものではな
い。補助金適正化法第３条では、「各省各庁の長は、その所掌の補助金等に係る予算の執行に
当っては、補助金等が国民から徴収された税金その他の貴重な財源でまかなわれるものである
ことに特に留意し、補助金等が法令及び予算で定めるところに従つて公正かつ効率的に使用さ
れるように努めなければならない」とあり、「補助事業等が補助金等の交付の決定の内容又は
これに附した条件に従つて遂行されていないと認めるときは、その者に対し、これらに従つて
当該補助事業等を遂行すべきことを命ずることができる」（同第１３条）、「当該補助事業等
につき、これに適合させるための措置をとるべきことを当該補助事業者等に対して命ずること
ができる」（同第１６条）ことを定めている。巨額の滞納を傍観するだけの現在の文科省の姿
勢は、これら補助金適正化法に違反している。回収状況改善のため、早急に対策を講じる必要
がある。

■京都市、大阪市の新規免除制度への対応について
　 京都市、大阪市では同和奨学金が貸与制度に移行後、独自に返済を行政が肩代わりする制度
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を続けてきた。両市とも、この奨学金は卒業後は返還しなければならないことを借受者に告知
せず、逆に返還の必要はないという本来の制度とは異なる説明を続けていたという。こういっ
た制度は近年、住民訴訟や監査などで問題となっている。
　 京都市は１９８２年の同和奨学金制度が給付制から貸与性に切り替わって以降、借受者の返
還の際、返還金と同額の「自立促進援助金」を支給する形をとり、全員の返還を肩代わりして
きた。この自立促進援助金制度は違法だとして、住民訴訟となり、２００１年度以降に支給し
た同援助金は違法だとする大阪高裁判決が確定した（２００７年９月）。これを受けて京都市
は２００８年１２月、同援助金制度を廃止するとともに、２０００年度までに返還始期を迎え
ている借受者全員について、その意思、資力に関係なく返還を免除する条例を制定した。独自
の免除制度を創設・運用している自治体は他にもある。他の自治体においては独自制度で免除
した借受者の国庫補助金分の返還は、自治体が負担して国に返還しているのに対し、京都市は
独自制度で免除した国庫補助金分（３億４０００万円）の国への返還は必要ないとして制度を
創設しており、実際に２０１０年３月末現在、返還していない。
　 大阪市も京都市同様、貸与化されて以降、行政による肩代わり返済制度を続けてきた。２０
０２年度以降は「幅広く社会に貢献しうる者」などを条件とする免除制度を新設、実質給付制
度を維持したが、２００６年の監査でこの肩代わり・免除制度の妥当性が問題となった。大阪
市は２０１０年３月、２００２年度以降に返還始期を迎えた借受者についてはさかのぼって返
還請求するものの、それ以前の借受者の１０億３０００万円（国庫補助金分約６億８６００万
円）を債権放棄する新条例制定の方針を発表した。大阪市国庫補助金分の国への返還について
当会の聞き取りに対して、基本的には返納しなければならないとしつつも、詳細は国と協議中
であると回答している。
　 京都市、大阪市の対応は、返還金債権の管理についてのべた前出実施要綱第１１条、同要綱
第１２条３、また、補助金適正化法第３条２「補助事業者等は、補助金等が国民から徴収され
た税金その他の貴重な財源でまかなわれるものであることに留意し、法令の定及び補助金等の
交付の目的又は間接補助金等の交付若しくは融通の目的に従つて誠実に補助事業等又は間接補
助事業等を行うように努めなければならない」、および同法第１１条「補助事業者等は、補助
金等の他の用途への使用をしてはならない」との規定に反するものである。
　 したがって、文科省は、前出同法第１３条、１６条の規定により、京都市、大阪市に対し
て、必要な是正措置を命じなければならない。文科省担当者は当会の電話での聞き取りに対し
て、同和奨学金制度の免除制度は、「実施要綱で定めているものだけであり、自治体独自の制
度で免除したものであっても自治体は国庫補助金分は返還しなければならない」と回答してい
る。ところが、京都市、大阪市の個別のケースについて質問しても、どういった対応をするか明
言しなかった。
　 京都市、大阪市とも、いうなればこれまでの行政の不適切な制度運用の結果の処理のために
創設されあるいは創設が検討されている免除制度である。他の自治体が法律・要綱にのっとっ
て当初より回収・返還につとめてきた一方、不適切な運用をしてきた自治体にだけ、返還を国
が例外的に免除することなど、とうてい認められるものではない。

■提言
　以上の調査結果を踏まえ、文科省並びに会計検査院に対し、次のことを実施するよう提言す
る。

１　文科省において、全自治体を対象とした同和奨学金の回収・返還状況に関する調査を行
い、実情を把握し、必要な措置を講じること。

２　同じく、独自制度により返還を免除した京都市、大阪市に対し、借受者の国庫補助金
分の返納を命じること。
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３　会計検査院においても、独自に検査を行い、文科省並びに各自治体の債権管理、回収
業についての問題点を明らかにすること。

■おわりに
　 一般論として、奨学金は貸与より給付制度がよりのぞましいといえる。経済環境が悪化して
いる昨今においてはなおさら給付制奨学金の重要性は高まっているといえよう。だが、だから
といって、貸与制度であるにもかかわらず、返還が滞っている現状を追認したり、法律や要綱に
反する運用を行ってはならない。日本学生支援機構（旧日本育英会）の奨学金滞納者に対する
行き過ぎと思われる措置（たとえば滞納者情報を個人信用情報機関に通報する）は見直しが必
要だが、その一方、同和奨学金滞納に対してのみ、国が特別の扱いをする理由はない。また、
民主党政権のもと、「事業仕分け」と称して予算とその枠組み、公共事業のあり方の大きな見
直しがはかられている現状を考えれば、まさに不正常な現状に早急にメスを入れ、国民の損害
を少しでも回復すべきである。
　 過去、同和対策事業全般において、乱脈・不公正な実態が広く見られ、そのことによって住
民の行政不信や部落問題に対する誤解を生んできた経緯がある。この先、同和奨学金滞納に対
する理由のない特別扱いの継続は、同和奨学金借受者の自立を阻害することはもちろん、国民
の部落問題認識を歪ませる結果を招くだけである。同和対策事業によって生じた負の側面をう
やむやにすることなく、行政の責任において適切な決着をつけるよう、重ねて要望する。

【自治体独自の免除（肩代わり返済）制度】
〔愛知県〕国の基準で返還が免除されない者に対して、返還すべき額と同額を県単独事業であ
る「生涯学習助成費」を給付。

〔三重県〕「生活困難のため返還が著しく困難であると認められる」者の返還を免除。実際は
全員が免除対象となっていた。同制度は２０００年度末で廃止されたが、廃止以前に返還が
始まっている借受者は全員引き続き免除。

〔滋賀県〕世帯の全収入が生活保護世帯基準の２倍以内の場合免除。
〔京都府〕国の基準で免除されない者全員に対して、府単独事業として返還すべき額と同額の
「償還対策資金」を給付。２００４年度以降の貸付け分の返済についてのみ、償還対策資金
給付にあたって所得制限が導入されたが、現在も全員に給付する実態は変わらず。

〔大阪府〕「生活困難のため返還が著しく困難であると認められる」者、「社会及び地域に貢
献しうる有為な人材」の場合免除。

〔広島県〕世帯の全収入が生活保護世帯基準の２倍以内の場合免除。
〔徳島県〕世帯の全収入が生活保護世帯基準の２倍以内の場合免除。
〔高知県〕世帯の全収入が生活保護世帯基準の２倍以内の場合免除。
〔佐賀県〕借受者の扶養親族の数が３人までで借受者の年収が５００万円以下の場合、同じく
扶養親族が４人以上で年収が５００万円と借受者の数から３を減じた数に３８万円を乗じて
得た額との合計額以下である場合免除。

〔熊本県〕世帯の全収入が生活保護世帯基準の１・９倍以内の場合免除。
〔名古屋市〕市独自の基準で「生活困難のため返還が著しく困難であると認められる」者の場
合免除。例＝４人家族（中学生、高校生含む）で年収約６８０万円以下。

〔京都市〕市単独事業として借受者全員に対し返還すべき額と同額の「自立促進援助金」を給
付。２００８年度同制度を廃止するとともに、２０００年度以前に返還始期を迎えた借受者
に限って返還は全額免除。

〔大阪市〕「幅広く社会に貢献しうる者であって、また、地域の教育・文化・福祉水準の向上
に貢献しうる有為な者と認められる」場合免除。

〔広島市〕世帯の全収入が生活保護世帯基準の２倍以内の場合免除。
以上
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同
和
奨
学
金
自
治
体
別
返
還
・
滞
納
状
況
（
2008年

度
末
時
点
）

2010.5.25現
在
回
答
分

千
円
以
下
の
金
額
は
四
捨
五
入

自
治
体
名
貸
与
額
（
千
円
）
貸
与
人
数
*1
総
返
還
額
（
千
円
）

滞
納
額
（
千
円
）

滞
納
率
*2

国
免
除
額
（
千
円
）
独
自
免
除
制
度
の
有
無
と
額

（
千
円
）

茨
城
県

86,496
79

34,055
10,038

22.8%
4,344

無
栃
木
県

349,806
342

117,907
12,651

9.7%
116,557

無
群
馬
県

475,247
974

248,206
19,603

7.3%
70,410

無
埼
玉
県

573,182
503

351,354
30,638

8.0%
73,088

無
千
葉
県

193,343
209

52,660
7,540

12.5%
62,843

無
福
井
県

未
回
答

未
回
答

未
回
答

未
回
答

未
回
答

未
回
答

未
回
答

山
梨
県

129,235
98

20,531
8,658

29.7%
3,325

無
長
野
県

917,387
1,997

127,564
87,786

40.8%
358,562

無
岐
阜
県

1,028,799
673

134,311
2,973

2.2%
465,860

無
静
岡
県

525,737
438

297,735
8,983

2.9%
132,401

無
愛
知
県

1,155,625
855

481,467
0

0.0%
286,964

★
肩
代
わ
り
制
度
あ
り

三
重
県

10,730,100
6,332

54,523
7,726

12.4%
1,591,659

★
4,340,514

滋
賀
県

6,844,598
5,672

236,855
56,041

19.1%
3,044,439

★
過
去
3年
で
199,440

京
都
府

10,593,350
6,907

3,281,835
0

0.0%
2,360,811

★
肩
代
わ
り
制
度
あ
り

大
阪
府

5,939,392
7,508

1,321,736
21,707

1.6%
2,274,488

★
581,760

兵
庫
県

10,141,733
6,209

5,681,634
852,977

13.1%
700,386

無
奈
良
県

9,888,223
6,690

1,781,662
1,010,562

36.2%
3,700,346

無
和
歌
山
県

7,006,144
5,208

2,137,606
671,897

23.9%
1,864,099

無
鳥
取
県

4,474,225
3,650

900,517
287,178

24.2%
1,406,612

無
島
根
県
*3

502,440
1,243

91,539
21,546

19.1%
165,638

無
岡
山
県

5,602,639
4,368

1,689,179
600,671

26.2%
1,643,353

無
広
島
県

8,739,325
6,525

337,419
56,394

14.3%
5,124,406

★
948,663

山
口
県

2,061,110
1,384

410,490
174,817

29.9%
823,805

無
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千
円
以
下
の
金
額
は
四
捨
五
入

自
治
体
名
貸
与
額
（
千
円
）
貸
与
人
数
*1
総
返
還
額
（
千
円
）

滞
納
額
（
千
円
）

滞
納
率
*2

国
免
除
額
（
千
円
）
独
自
免
除
制
度
の
有
無
と
額

（
千
円
）

徳
島
県

8,711,209
6,407

126,901
191,798

─
─

2,986,434
★
1,461,955

香
川
県

1,897,945
1,451

129,995
693

0.5%
893,119

無
愛
媛
県

5,572,393
4,360

515,992
285,558

35.6%
2,626,936

無
高
知
県

8,047,004
7,193

470,796
376,001

44.4%
3,590,490

★
金
額
左
欄
に
含
ま
れ
る

福
岡
県

21,530,626
1万
以
上

非
公
開

非
公
開

非
公
開

非
公
開

無
佐
賀
県

284,693
754

1,293
0

0.0%
108,121

★
79,696

長
崎
県

86,851
42

18,690
0

0.0%
33,307

無
熊
本
県

2,811,964
1,966

287,942
84,374

22.7%
1,287,579

★
262,268

大
分
県

1,321,297
1,043

162,283
63,377

28.1%
528,372

無
宮
崎
県

150,790
128

64,557
39,440

37.9%
18,338

無
鹿
児
島
県

721,006
574

230,858
108,350

31.9%
141,568

無
名
古
屋
市

211,091
89

1,171
498

29.8%
84,877

★
29,893

大
阪
市

6,359,655
5,435

526,820
22,593

4.1%
1,712,727

★
341,300

京
都
市

3,911,511
2,417

1,353,329
0

0.0%
409,723

★
（
免
除
と
肩
代
わ
り
制
度
）

神
戸
市

3,173,157
2,662

1,044,209
617,945

37.2%
677,145

無
広
島
市
*4

2,249,670
1,172

43,873
2,464

5.3%
1,511,465

★
金
額
左
欄
に
含
ま
れ
る

北
九
州
市

4,214,496
3,123

475,904
224,687

32.1%
2,114,582

無
福
岡
市

4,903,430
3,400

355,283
208,436

37.0%
2,819,694

無

総
貸
与
額
（
千
円
）
貸
与
人
数

総
返
還
額
（
千
円
）
総
滞
納
額
（
千
円
）

滞
納
率

合
計

164,116,924
─
─

25,600,681
6,176,600

19.4%

*1　
延
べ
人
数
、
実
人
数
で
回
答
し
て
い
る
自
治
体
が
混
在
し
て
い
る
た
め
相
互
の
比
較
は
で
き
な
い
。

*2　
滞
納
率
は
、
滞
納
額
 ÷（
総
返
還
額
＋
総
滞
納
額
）
　
で
算
出
。

*3　
1996年

以
降
の
デ
ー
タ
。

*4　
2007年

度
末
時
点
の
デ
ー
タ
。


